
 

 

岸和田市内における公園再整備による地域活性化のための 

基盤整備検討調査業務委託に係る公募型プロポーザル実施要領 
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１．目的 

本要領は、「岸和田市内における公園再整備による地域活性化のための基盤整備調査

検討業務委託」に係る契約の相手方となる候補者の選定にあたり、公募型プロポーザ

ルの実施方法等必要な事項を定めるものとする。 

 

２．事業概要 

（１）業務名   岸和田市内における公園再整備による地域活性化のための基盤整

備調査検討業務委託 

 （２）業務内容  別紙「岸和田市内における公園再整備による地域活性化のための

基盤整備調査検討業務委託仕様書」のとおり 

   （３）業務期間  契約締結の日から令和５年３月 31日まで 

 

３．業務委託金額 

   委託料の上限は 30,000,000円（消費税及び地方消費税を含む。）とする。 

 

４．スケジュール 

スケジュールの項目 日程 

ア．募集開始日（実施要領配布） 令和４年４月 26日（火） 

イ．参加申込書の提出期間 
令和４年４月 26日（火）から 

令和４年 5月 12日（木）17 時まで 

ウ．質問書の提出期間 
令和４年４月 27日（水）から 

令和４年５月９日（月）17 時まで 

エ．質問書への回答 令和４年５月 11日（水） 

オ．一次選定結果通知 令和４年５月 16日（月） 

カ．企画提案書類の提出期限 令和４年５月 26日（木）17 時まで 

キ．プレゼンテーション実施期間 令和４年６月２日（木） 

ク．選考委員会 令和４年６月上旬（予定） 

ケ．最終選定結果通知予定日 令和４年６月中旬（予定） 

コ．契約予定日 令和４年６月下旬（予定） 

 

５．参加資格 

   参加資格は、次に掲げる要件をすべて満たしているものとする。 

   （１）地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16 号）第 167 条の４第１項の規定に該

当しない者であること。 

   （２）会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成 17 年法律第 87号）

第 64 条による改正前の商法（明治 32 年法律第 48 号）第 381 条第１項（会

社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第 107 条の規定によりなお従
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前の例によることとされる場合を含む。）の規定による会社の整理の開始を命じ

られていない者であること。 

   （３）破産法（平成 16 年法律第 75号）第 18 条又は第 19条の規定による破産手続

の申立てをしていない者又は申立てをなされていない者であること。 

   （４）民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21 条の規定に基づく再生手続開始

の申立てをしていない者又は申立てをなされていない者であること。ただし、

同法第 33 条第１項の再生手続きの決定を受けた者については、その者に係る

同法第 174 条第１項の再生計画認可の決定が確定した場合については、この限

りでない。 

   （５）会社更生法（平成 14 年法律第 154 条）第 17 条の規定に基づく更生手続き開

始の申立て（同法附則第２条の規定によりなお従前の例によることとされる更

生事件（以下「旧更生事件」という。）に係る同法による改正前の会社更生法

（昭和 27 年法律第 172号。以下「旧法」という。）第 30条第１項又は第２

項の規定による更生手続開始の申立てを含む。）をしていない者又は申立てをな

されていない者であること。ただし、会社更生法第 41 条第１項の更生手続開

始の決定（旧更生事件に係る旧法に基づく更生手続開始の決定を含む。）を受け

た者については、その者に係る会社更生法第 199条第１項の更生計画の認可の

決定（旧更生事件に係る旧法に基づく更生計画の認可の決定を含む。）があった

場合については、その限りでない。 

   （６）岸和田市契約関係暴力団排除措置要綱（平成 25年 10月１日施行）に基づく入

札等除外措置を受けていない者であること。 

   （７）岸和田市指名競争入札指名停止要綱（平成 25 年４月１日施行）に基づく指名

停止期間中にあるものでないこと。 

   （８）市町村税、法人税、消費税及び地方消費税を滞納していない者であること。 

   （９）本業務と同種業務を受託または自ら実施した実績があること。 

 

６．実施要領、業務委託仕様書等の配布について 

 （１）配布（公開）期間 

       令和４年４月 26日（火）から令和４年５月 12 日（木）まで 

   （２）配布方法 

     実施要領及び業務委託仕様書等は、岸和田市建設部水とみどり課のホームペ

ージにて公開する。 

 

７．参加申込書の提出等について 

   本プロポーザルへの参加を希望する者は、本実施要領及び業務委託仕様書及び岸和田

市財務規則（平成９年度規則第 11 号）等を理解した上で、次の書類を提出すること。 

    （１）提出書類 
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      ア．参加申込書類（各１部） 

番号 書類名 

(ア) 参加申込書【様式１】 

(イ) 法人等概要書【様式２】 

(ウ) 法人の登記事項証明書 

(エ) 法人税、消費税・地方消費税の納税証明書 

(オ) 法人市民税の完納証明書（市内に事業所を有する場合） 

(カ) 業務実績調書【様式３】 

(キ) 岸和田市発注業務受託の実績【様式４】 

(ク) 業務実施体制【様式５】 

（ケ） 配置予定技術者（主任技術者）経歴等【様式６】 

（コ） 誓約書【様式７】 

       ※（ウ）（エ）及び（オ）は、発行日より３か月以内のものは写し可。また、

令和３年度岸和田市指名競争入札参加資格者名簿に登録がある場合、（ウ）

（エ）（オ）及び（コ）の提出は不要とする。 

      イ．企画提案書類（正本１部、副本９本） 

番号 書類名 

(ア) 企画提案書（提出用表紙）【様式８】正本のみ 

(イ) 企画提案書【任意様式】 

（ウ） 見積書【任意様式】 

       ※副本には法人名及び提案者が特定又は識別できる商標、記号等を記載しな

いこと。 

 

    （２）提出期限、提出場所及び提出方法 

      ア．提出期限 

        （ア）参加申込書類：令和４年５月 12日（木）17 時まで 

      （イ）企画提案書類：令和４年５月 26 日（木）17時まで 

 （ただし、土日、休日及び祝日を除く。） 

           ※直接持参の場合は、開庁日の９時から 17 時までとする。ただ

し、正午から 12時 45 分を除く。 

      イ．提出方法 

         提出書類は、提出期限までに直接持参又は、郵送（必着）により提出す

ること。なお、郵送の場合は、必ず「特定記録」とすること。 

        （提出又は送付先） 

          岸和田市 建設部 水とみどり課 整備担当（事務局） 

住所：〒596-8510 岸和田市岸城町７番１号 
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          電話：072-423-2370（直通） 

          FAX：072-423-7239 

          電子メール：mizutomidori@city.kishiwada.osaka.jp 

      

８．企画提案にかかる質問及び回答について 

 （１）質問の受付 

       本件提案に対する質問は、質問票（様式９）により令和４年５月９日（月）

17 時までに直接持参または、電子メールにて提出しなければならない。 

   （２）質問に対する回答 

       質問に対する回答は、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがある

ものを除き、一括して質問回答書として取りまとめ、本市ウェブサイトでその

内容を公表する。なお、質問者を含む個別には回答しない。 

 

９．企画提案書の作成方法について 

   企画提案書については、別紙「岸和田市内における公園再整備による地域活性化のた

めの基盤整備調査検討業務委託仕様書」に基づき、以下の点について注意して作成する

こと。 

 （１）企画提案書作成時の注意事項 

  ア．企画提案書の様式は、日本産業規格 A４縦型サイズのファイルに書類番号順に綴

じ、インデックスを付け提出すること。また、A３サイズのものは、折りたたんで綴じ

ること。なお、全体で A４用紙 15 枚程度にまとめること（A３用紙は１枚に換算す

る）。両面印刷は不可とする。 

  イ．提出部数は、次のとおりとする 

・参加申込書類 正本１部（原本、記名、押印したもの） 

・企画提案書類 正本１部（原本、記名、押印したもの）、副本９部（原本の写し） 

   ※副本は、審査に使用するため、提案者が判別できる社名等を全て黒く塗りつぶ

すこと。 

ウ．企画提案書で使用する言語は日本語、通貨は日本円とする。 

 （２）見積書作成にあたっての注意事項 

  ア．見積金額は、委託期間中の本業務に係る費用の見込み額とすること。 

  イ．消費税及び地方消費税として、見積金額の 100 分の 10に相当する額を加算した額

を見積書に記載すること。 

  ウ．見積にあたっては、委託料の上限額を超えないこと。 

 （３）その他 

  ア．提出書類については岸和田市に帰属するものとし、理由の如何を問わず返却はしな

い。 

  イ．企画提案書の提出は１者につき１案とする。 
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  ウ．受付後の提出書類の差替え等は認めない。 

  エ．提出書類に虚偽の記載をした場合は、当該提出書類一式を無効とする。 

  オ．提出された書類は、提出した者に無断で本プロポーザルに係る審査以外には利用し

ない。 

  カ．岸和田市が必要と認める追加資料の提出に応じること。 

 

10．評価方法等 

 （１）選定委員会について 

     提出された企画提案書等を基に受託候補者の選定を行うため、建設部長、まちづ

くり推進部長、魅力創造部長及び生涯学習部長の４名をもって構成する受託候補者

選定委員会（以下「選定委員会」という。）を設置する。なお、選定委員会は非公開

とする。 

 （２）選定方法について 

     本プロポーザルは、参加申込書類による審査、選定（以下「１次選定」という。）

と、企画提案書類及び提案説明（プレゼンテーション）に基づいた選定（以下「２

次選定」という。）の２段階方式で行うものとする。 

 （３）評価方法 

     事項に定める評価基準に基づき、１次選定では、事務局にて参加申込書類から業

務実施面について、２次選定では、選定委員会において１次選定結果に加え、企画

提案書類及びプレゼンテーションから企画提案面及び経費について評価する。ま

た、当該選定に際し、岸和田市緑地保全等審議会からの意見及び採点等結果につい

て報告を受け、評価するものとする。 

 （４）評価基準 

  ア．配点 

（ア）業務実施面【計 25 点】 

       ａ．業務遂行能力               （10 点） 

       ｂ．業務実績（岸和田市における実績を含む）  （10 点） 

       ｃ．業務実施体制               （５点） 

   （イ）企画提案面【計 65点】 

       ａ．取組方針                 （10 点） 

       ｂ．実施手順                 （５点） 

       ｃ．提案内容の的確性             （20 点） 

       ｄ．提案内容の実現性             （20 点） 

       ｅ．提案力                  （10 点） 

   （ウ）経費【計 10 点】 

       ａ．経費見積                 （10 点） 

  イ．得点基準 
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   （ア）得点基準 

10 点：優れている 

８点：やや優れている 

６点：標準（最低基準レベル） 

４点：やや劣っている 

２点：劣っている 

       （５点満点の項目は得点を半分にする。） 

   （イ）候補者の選定基準 

       全委員の合計得点が 240 点未満の場合は、適切な提案と認めず、当該提案者

を候補者としない。 

（５）参加申込書類による一次選定 

     参加申込者が５者以上の場合、業務実施面について評価基準に基づき評価を行

い、評価点の合計が評価点上限の合計点の 60％（以下「１次選定基準点」とい

う。）以上の上位４者を２次候補者とする（ただし、評価点の合計が同点であること

により、４者を超える場合はこの限りでない。）。なお、参加申込者が４者以下の場

合であっても、評価の結果において１次選定基準点以上のとき、当該参加申込者を

２次選定候補者とする。ただし、参加申込者全員が１次選定基準点未満の場合、又

は参加申込者が無い場合は当該なしとする。 

     一次選定の結果については、参加申込者に文書にて通知するものとし、電話等に

よる問合せには応じない。 

（６）企画提案書のプレゼンテーション 

  ア．開催日時及び開催場所 

   （ア）令和４年６月２日（木） 

   （イ）詳細な日時及び開催場所については、後日２次選定候補者に通知するものとす

る。 

  イ．企画提案の所要時間（予定） 

   （ア）プレゼンテーション 20 分  

   （イ）選定委員会及び岸和田市緑地保全等審議会各委員からの質疑 10 分程度 

  ウ．注意事項 

   （ア）各提案者のプレゼンテーションの実施日時は、後日通知するものとする。 

   （イ）プレゼンテーションでは、提出された企画提案書を用いて説明を行うこと。企

画提案書以外の資料等を用いた説明は不可とする。 

   （ウ）プレゼンテーションには、受託後配置する管理技術者からの説明とすること。

ただし、プレゼンテーションの出席者は各提案者とも、本件担当者となる者のう

ち、３名以内とする。 

   （エ）プレゼンテーションでは、プロジェクターを使用し、企画提案書をスクリーン

に投影して説明を行う事ができることとする。ただし、本市で用意する機材は次
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のとおりとする。なお、プロジェクターの使用を希望する場合は、各提案者にお

いてコンピューター等必要な機材を用意、持参すること。 

      ・プロジェクター 

      ・スクリーン 

      ・延長電源ケーブル 

      ・延長ディスプレイケーブル 

      ・HDMI ケーブル 

（７）契約交渉の相手方の選定（２次選定） 

     選定委員会において、評価基準に基づき評価を行い、各委員の評価点の合計平均

が評価点上限の合計点の 60％（以下「２次選定基準点」という。）以上の者のう

ち、最高得点者を受託候補者とする。ただし、最高得点者が複数の場合は、見積書

の金額が最も安価な者、また、金額も同額の場合は、くじ引き等の抽選により受託

候補者として選定する。 

なお、２次選定候補者が１者のみの場合であっても、選定委員会（プレゼンテー

ション）を開催することとし、評価結果において２次選定基準点以上のときは、当

該２次選定候補者を受託候補者とする。ただし、２次選定候補者全員が２次選定基

準点未満の場合、又は２次選定候補者がない場合は該当なしとする。 

 

11．２次選定結果の通知及び公表 

2 次選定結果は、２次選定候補者に文書で通知するとともに、本市ウェブサイトで

公表するものとし、電話等による問合せには応じない。なお、公表する内容は以下の

とおりとする。 

 （１）最優秀提案者（受託候補者）の名称、評価点及び選定理由 

 （２）（１）以外の２次選定候補者の評価点（得点順） 

  ※２次選定候補者の名称は秘匿する。 

  ※対象者が１者の場合は、評価点を公表しない。 

 

12．プロポーザル参加に際しての注意事項 

 （１）失格又は無効 

     以下のいずれかの事項に該当する場合は失格又は無効とする。 

    ア．選定委員会委員に対して、直接又は間接を問わず故意に接触を求めた場合。 

    イ．他のプロポーザル参加者と企画提案の内容又は参加の意思について相談を行っ

た場合。 

    ウ．選定委員会終了までの間に、他のプロポーザル参加者に対して企画提案内容を

意図的に開示した場合。 

    エ．企画提案書等に虚偽の記載を行った場合。 

    オ．選定委員会終了後に、参加資格を満たしていない事実が発覚した場合。 
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    カ．提案見積金額が委託費の上限を超えた場合。 

    キ．その他選定委員会における選定結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為を行

った場合。 

 （２）著作権・特許権等 

     提出書類の内容に含まれる著作権、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他

日本国の法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている事業手法等を

用いた結果生じた事象に係る責任は、すべてプロポーザル参加者が負うものとす

る。 

 （３）複数提案の禁止 

     プロポーザル参加者は、複数の企画提案書等の提出は不可とする。 

 （４）提出書類の変更の禁止 

     提出期限後の提出書類の変更、差替え又は再提出は不可とする。 

 （５）返却等 

     提出書類は、理由の如何を問わず返却しないものとする。 

 （６）費用負担 

     企画提案書の作成、提出等のプロポーザル参加に要する経費等は、すべて参加者

の負担とする。なお、緊急やむを得ない理由等により、本プロポーザルを実施する

ことができないと認められるときは、停止、中止又は取り消しすることがある。こ

の場合において、参加者は本プロポーザルに要した費用を本市に請求することはで

きないものとする。 

 （７）その他 

    ア．プロポーザル参加申込書を提出した場合であっても、設定された期限までに企

画提案書等の提出がなされない場合は、辞退したものとみなす。 

    イ．企画提案書等の著作権は、当該企画提案者等を作成した者に帰属するものとす

る。ただし、受注先に選定された者が作成した企画提案書等の書類については、

岸和田市が必要と認める場合には、市は、受注者にあらかじめ通知することによ

りその一部又は全部を無償で使用（複製、転記又は転写をいう。）することができ

るものとする。 

    ウ．参加事業者は本プロポーザルの実施後、不知又は内容の不明を理由として、異

議を申し立てることはできません。 

    エ．本プロポーザル実施後、契約締結前に候補者が指名停止要綱に基づく指名停止

措置を受けた場合、または法令違反等が発覚した場合は契約を締結しないものと

する。 

    オ．受託者が業務を行うにあたって個人情報を取り扱う場合は、個人情報の保護に

関する法律（平成 15年法律第 57 号）、岸和田市個人情報保護条例（平成 12 年

条例第 10 号）に基づき、その取扱いに十分留意するとともに、漏えい、滅失及

びき損の防止その他個人情報の保護に努めること。 
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    カ．受託者は、委託業務を行うにあたり、業務上知りえた秘密を他に漏らし、又は

自己の利益のために利用することはできない。また、委託業務終了後も同様とす

る。 

    キ．緊急やむを得ない理由等により、本プロポーザルを実施することができないと

認めるときは、停止、中止又は取り消すことがある。この場合、本プロポーザル

に要した費用を岸和田市に請求することはできません。 

    ク．選定された受託候補者が、特別な事情等により契約を締結しない場合は、その

理由を記載した参加辞退届（様式 10）を速やかに提出すること。なお、この場

合、次順位者を受託候補者とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

【様式１】 

参加申込書 

令和  年  月  日 

 

岸和田市長様 

 

申込者  

住所                      

商号又は名称                  

                     代表者職氏名                  

 

  下記プロポーザルについて、関係書類を添えて参加申込みします。 

なお、添付書類の記載事項について相違ないこと、また、本プロポーザル実施要領に規定され 

る参加資格の要件をすべて満たしていることを誓約いたします。 

 

記 

 

１．業務名 岸和田市内における公園再整備による地域活性化のための基盤整備調査検討業務委託 

 

  ２．令和４年度岸和田市指名競争入札参加資格者名簿に登録 

有 ・ 無 （該当するものに〇印を付けてください。） 

 

  ３．添付書類 

    （１）法人等概要書【様式２】 

    （２）法人の登記事項証明書※１、※２ 

    （３）法人税、消費税・地方消費税の納税証明書※１、※２ 

    （４）法人市民税の完納証明書※１、※２（市内に事業所を有する場合） 

    （５）業務実績調書【様式３】 

    （６）岸和田市発注業務受託の実績【様式４】 

    （７）業務実施体制【様式５】 

    （８）配置予定技術者（主任技術者）経歴等【様式６】 

    （９）誓約書※２【様式７】 

      ※１：発行日より３か月以内のものは写しでも可能です。 

      ※２：令和４年度岸和田市指名競争入札参加者名簿に登録がある場合、添付は不要です。 

【連絡先担当者】 

担当部署  

担当者氏名・役職  

電話番号・FAX 番号  

電子メールアドレス  



 

【様式２】 

法人等概要書 

項 目 内 容 

法人（事業者）名  

代表者職氏名  

設立年月日  

本社所在地  

国内支店数  

資本金 円 

直近年度決算（売上） 円 

従業員総数  

事業登録 

 

 

 

 

 

 

事業概要 

 

 

 

 

 

 

 

コーポレート・ガバナンス 

体制について 

 

 

 

 

 

 

注１）詳細については、別紙任意書式可 

注２）会社概要が確認できるパンフレット等を添付してください。 



 

【様式３】 

業務実績調書 

 

事業者名             

 

業務（事業）期間 年  月  日 ～    年  月  日 

業務（事業）名  

発注者  契約金額  

業務（事業）の概要  

 

 

業務（事業）期間 年  月  日 ～    年  月  日 

業務（事業）名  

発注者  契約金額  

業務（事業）の概要  

 

 

業務（事業）期間 年  月  日 ～    年  月  日 

業務（事業）名  

発注者  契約金額  

業務（事業）の概要  

 

 

業務（事業）期間 年  月  日 ～    年  月  日 

業務（事業）名  

発注者  契約金額  

業務（事業）の概要  

 

 

 注１）業務実績は、過去５年間（2018 年度から 2022 年度）において、国、地方公共団体、又

は国や地方公共団体が設立した協議会等が発注した官民連携による公園又は緑地における

ストックマネジメント、機能集約、賑わい・交流等に係る計画策定業務をいずれも元請と

して受託し、完了した実績について記載してください。 

 注２）記載欄が不足する場合は、適宜用紙を追加して記載してください。 

 注３）個々の事業の内容が確認できる成果品等があれば、写しを添付してください。 

 

 

 



 

【様式４】 

岸和田市発注業務受託の実績 

 

事業者名             

 

 岸和田市発注業務受託の実績（過去 10 年間）  【実績がある】・【実績がない】 

※実績の有無について該当する内容に、〇印をつけてください。 

 

業務（事業）期間 年  月  日 ～    年  月  日 

業務（事業）名  

発注者  契約金額  

業務（事業）の概要  

 

 

業務（事業）期間 年  月  日 ～    年  月  日 

業務（事業）名  

発注者  契約金額  

業務（事業）の概要  

 

 

業務（事業）期間 年  月  日 ～    年  月  日 

業務（事業）名  

発注者  契約金額  

業務（事業）の概要  

 

 

業務（事業）期間 年  月  日 ～    年  月  日 

業務（事業）名  

発注者  契約金額  

業務（事業）の概要  

 

 

 注１）業務実績は、過去 10 年間において、岸和田市が発注した業務について、元請として受託

し、完了した実績について記載してください。 

 注２）４件以上実績を有する場合は、直近から遡って４件を記載してください。 

 注３）個々の事業の内容が確認できる成果品等があれば、写しを添付してください。 

 注４）実績がない場合も、本書を必ず提出してください。 

 



 

【様式５】 

業務実施体制 

 

（１）業務実施団体の概要 

事業者名 実施内容・役割 

代表団体   

協力団体   

協力団体   

協力団体   

 

（２）配置予定技術者（主任技術者）及び担当者一覧 

 氏
ふり

 名
がな

 会社名・所属・役職 担当する業務内容 

主任技術者    

担当者 

   

   

   

   

   

 

（３）業務実施体制を計画した際に配慮した事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１）業務の実施に当たり、コンソーシアム形式になる場合は、協力団体の欄に記載してくださ

い。また、行数は適宜追加してください。 

 注２）記載欄が不足する場合は、適宜用紙を追加して記載してください。 



 

【様式６】 

配置予定技術者（主任技術者）経歴等 

事業者名                

 

 １．配置予定技術者（主任技術者） 

氏 名（ふりがな）  

生年月日  

現在居住している市町村名  

現在所属する法人における勤続年数  

※常勤性が確認できる資料の写しを添付してください。 

 

 ２．保有資格等 

資格の名称 登録の内容（登録番号・取得年月日など） 

  

  

  

  

  

※当該資格を保有していることを証明する書類（資格者証の写し等）を添付してください。 

   ※記載欄が不足する場合は、適宜行を追加して記載してください。 

 

 ３．業務実績 

業務名 発注者 履行期間 業務概要 

    

    

    

    

    

   ※過去 10 年以内に業務を完了し、最近の実績を優先して下さい（最大５件まで）。 

   ※業務実績は、国、地方公共団体、又は国や地方公共団体が設立した協議会等が発注した官

民連携による公園又は緑地におけるストックマネジメント、機能集約、賑わい・交流等に

係る計画策定業務をいずれも元請として受託し、完了した実績について記載して下さい。 

   ※業務の内容が確認できる書類の写しを添付してください。 

   ※詳細については、別紙任意書式可 



 

【様式７】 

誓 約 書 

 

私は、岸和田市が岸和田市暴力団排除条例に基づき、公共工事その他の市の事務事業により暴力団を利

することとならないように、暴力団員又は暴力団密接関係者を入札、契約等から排除していることを承知

したうえで、次に掲げる事項を誓約します。 

 

１ 私は、岸和田市の業務委託を受注するに際して、暴力団員又は岸和田市暴力団排除条例施行規則第２

条各号に掲げる者（以下「暴力団密接関係者」という。）のいずれにも該当しません。 

２ 私は、暴力団員又は暴力団密接関係者の該当の有無を確認するため、岸和田市から役員名簿等の提出

を求められたときは、速やかに提出します。 

３ 私は、本誓約書及び役員名簿等が岸和田市から大阪府岸和田警察署又は大阪府警察本部に提供される

ことに同意します。 

４ 私が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当する事業者であると岸和田市が大阪府岸和田警察署又は

大阪府警察本部から通報を受け、又は岸和田市の調査により判明した場合には、岸和田市が岸和田市暴力

団排除条例及び岸和田市契約関係暴力団排除措置要綱に基づき、岸和田市ホームページ等において、その

旨を公表することに同意します。 

５ 私が岸和田市暴力団排除条例第７条に規定する下請負人等を使用する場合は、これら下請負人等（た

だし、当該下請負人等が有資格者で入札参加資格申請時に誓約書を提出済のものは除く。）から誓約書を

徴し、当該誓約書を岸和田市に提出します。 

６ 私が使用する下請負人等が、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当する事業者であると岸和田市が大

阪府岸和田警察署又は大阪府警察本部から通報を受け、又は岸和田市の調査により判明し、岸和田市から

下請契約等の解除又は第二次以降の下請負にかかる契約等の解除の指導を受けた場合は、当該指導に従

います。 

７ 私は、当契約に関することについて、暴力団等から不当介入等を受けた場合は、岸和田市長に報告し、

所管警察署に届出します。 

 

岸和田市長 様 

令和   年   月   日 

 

所在地 

商号又は名称
（フリガナ）

  

代表者（受任者）職氏名
（ フ リ ガ ナ ）

                    使用印 

 （契約書に押印する印鑑と同一印） 

生年月日                     年   月   日生 

 

 



 

【様式８】 

企画提案書 

令和  年  月  日 

 

岸和田市内における公園再整備による地域活性化のための基盤整備調査検討業務委託について、

別添の企画提案書及び必要書類を添付し提出します。 

提案法人（事業者）名  

代表者職氏名  

住 所  

担
当
者
連
絡
先 

氏名（ふりがな）  

所属法人名・部署・役職  

E-mail（電子メール）  

電話/FAX  

 

  【企画提案書】 

    別紙のとおり【任意様式】 

     注１）A4 用紙で 15 枚程度にまとめてください。 

     注２）プレゼンテーションは本企画提案書を用いて説明を行ってください。 

 

  【添付書類】 

    （１）見積書【任意様式】 

         

  【提出書類】 

    ・正本１部、副本９部（原本の写し） 

注）副本に添付する企画提案書及び添付書類には、法人名や提案者が特定又は識別でき

る商標、記号等を記載しないこと。 

 

 

 

 

受付番号 

 

※記入しないでください 



 

【様式９】 

質 問 票 

令和  年  月  日 

 

岸和田市長様 

 

申込者  

住所                      

商号又は名称                  

                     代表者職氏名                  

 

  下記プロポーザルについて、次の項目について質問いたします。 

 

業務名：岸和田市内における公園再整備による地域活性化のための基盤整備調査検討業務委託 

No 質問事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１）質問の内容は箇条書きで簡潔に記載してください。 

注２）行が不足する場合は、適宜追加してください。 

 

 

【連絡先担当者】 

担当部署  

担当者氏名・役職  

電話番号・FAX 番号  

電子メールアドレス  

 



 

【様式 10】 

参加辞退届 

令和  年  月  日 

 

岸和田市長様 

 

申込者  

住所                      

商号又は名称                  

                     代表者職氏名               印  

 

  下記プロポーザル提案について、都合により参加を辞退いたします。 

 

記 

 

１．業務名 岸和田市内における公園再整備による地域活性化のための基盤整備調査検討業務

委託 

 

  ２．プロポーザル参加申込日  令和  年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【連絡先担当者】 

担当部署  

担当者氏名・役職  

電話番号・FAX 番号  

電子メールアドレス  

 


